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自治体戦略２０４０構想研究会第二次報告の中で、全ての
自治体で、ＡＩ、ロボティクスが処理できる事務作業は、全て
ＡＩ、ロボティクスによって自動処理するスマート自治体へ
転換する必要性について示された。
本市も積極的にスマート自治体を目指すべきではないか。

戦略的に持続可能なまちづくりを実現していくために
は、新たな情報通信技術の利活用が不可欠である。
最先端技術の開発は日々進歩しており、行政サービスの
高度化に加え、自治体業務の一段の効率化や職員の働き
方自体が大きく変わる時代が訪れるものと認識している。
定型業務など作業量が伴う煩雑な事務の軽減につな
げ、職員をより付加価値の高い業務に注力できるようにす
ることで住民福祉や行政サービスの水準を維持し、持続
可能な都市経営を下支えするスマート自治体を目指してま
いりたい。

久保

児童・生徒の自殺または自殺が疑われる死亡事案が発生
した場合、学校や教育委員会はどのような調査を行うのか。

久保

２年前の９月定例会において、勤怠管理システムの導入に
ついて質問した。その後、どのような検討をおこなったのか。

久保

企画管理部長

児童・生徒が亡くなった場合、当該学校は、御遺族からの
連絡を受けて死因を把握し、市教育委員会は、当該学校か
らの報告により把握している。

教育委員会事務局長

児童・生徒の自殺及び自殺が疑われる事案が発生した場
合、文部科学省の通知に基づき、必ず行うべき基本調査と
必要に応じて行う詳細調査がある。
基本調査は、調査主体は学校、目的は、①今後の自殺防
止に生かすため、②遺族の事実に向き合いたいなどの希望
に応えるため、③遺族以外の子どもと保護者の事実に向き
合いたいなどの希望に応えるためである。
調査の内容は、全教職員からの聞取り、指導要録等の確
認、状況に応じて、亡くなった児童・生徒と関係の深い児童・
生徒からの聞取りなど。
市教育委員会は、当該学校による調査報告を受け、さら
に詳細な調査が必要であると判断した場合には、外部専門
家を加えた調査組織を立ち上げて詳細調査を行う。
詳細調査の実施は、遺族の了解及び子ども、保護者の理解、
協力を得て、さらに、関係者の心のケア体制を整えた上で、ア
ンケート調査や全児童・生徒への聞取りなどの調査を行う。

教育委員会事務局長

昨年８月、中核市に対しシステムの導入状況について照
会し、回答のあった４４市のうち１９市において既にシステ
ムを導入済みであるとの回答を得た。
この回答結果では、ペーパーレス化の推進が図られるこ
と、記入、計算誤り等が解消されること、超過勤務手当など
の集計作業が自動化されることで庶務事務の負担が軽減
され、さらに、出退勤時間が客観的に把握できることで職
員の健康管理の一層の推進を図ることが可能となるなどの
メリットがあった。
本市が導入した場合も同様の効果が期待できるものとし
て、現在、出退勤管理システムを開発している複数の業者
から提案を求めるなど、情報収集に努めている。

企画管理部長

最先端システムの導入について

本市では１０歳代から３０歳代の若年層の自殺者数が横
ばいで推移しており、３９歳以下の死亡原因において自殺が
第１位となっている。
富山市の若者が自殺に追い込まれる背景に地域性や傾向が
あるのかを知ることは、自殺対策を検討する上で重要である。
背景や動機を把握できれば、一見すると自殺対策とは関
係のないような取組みが若者の自殺防止につながることも
十分に考えられる。
学校では、児童・生徒が亡くなった際には手続等が発生す
るので、死亡について把握することはできるが、死因につい
て把握することはできるのか。

久保

自殺対策について
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富山市議会インターネット中継

基礎自治体はオールマイティーではない。根拠のある調
査しかできない。一般の方が自殺されたときに、この人の自
殺の背景を調べて、それを今後の自殺予防に生かせたらと
いう気持ちはよくわかる。僕らもその気持ちがないわけで
はない。

市長
本市では、児童相談所とか医療機関などから相談支援
が必要と思われる子どもについて連絡があったときには、
保健福祉センターや関係課が関係機関や民生委員児童委
員、ＮＰＯ法人、メンタルヘルスサポーターなどと情報を共
有し、連携しながら支援している。

福祉保健部長

あらかじめ市の何らかのセクションに相談があったとき
に、相談があったという記録は持っているので、もう少し深
掘りするというような意味で言うと、できる範囲はもう少し
あるかもしれませんが、期待されるようなデータというのは
とれないと思う。

市長

市が提供しているサービスの中には、市民の抱える多くの
問題や悩みと直結しているものがある。自殺した子どもの保
護者やその家族が市の窓口に相談に来て、その相談記録が
残っている可能性もあり、そこに自殺につながるヒントがあ
るかもしれない。
支援を行っている場合は、死亡した事実を把握できても、
死因はわからない。市民が１人亡くなるたびに全ての記録を
開示して精査することは、現実的に無理なのはわかっている。
市が主体となって調査を行うことについて見解を問う。

久保
ルールを設けておくことでスムーズにできることも増え
る。学校との連携についても、ぜひ教育委員会と協力して考
えていただきたい。
　
自殺ハイリスクの子どもが存在する。例えば自殺した子の
１８％が過去に自殺未遂をしている。他にも自殺するリスク
が高いという子どもがわかってきている。フォローアップのた
めに関係機関で情報共有すべきと考えるが、現在の取組み
について問う。

久保

ぜひとも若者の自殺がゼロになって、それが延 と々続いて
いくように、今後、学校、教育委員会、そして当局の皆さんの
連携を期待します。

久保
学校が行っている調査は、法的な権限や義務に基づいた
ものではない。それでも、学校は再発防止のためにできる範
囲の調査をしようと取り組んでいる。
この自殺対策基本法等には実態把握という言葉が多く出
てくる。富山市自殺対策総合戦略の第３章の中には、「若年層
はライフサイクルに応じて自殺に至る要因が異なるため、一
人ひとりに応じたきめ細やかな対策が必要になります」と明
記をしている。これを実現していくために、起こった事案につ
いて、市がどこまで調査できるのか検討していただきたい。

久保
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